パラグアイ定期報告（経済概況　２０１３年１２月）

概要
（１）国内経済
●１１日，中銀は，パラグアイの２０１４年のGDP成長率予測を４．８％と公表した。
●１２日，上院において，約５９．２兆グアラニー（約１２８億９，１００万米ドル）の２０１４年度予算が可決・成立した。
●１２日，カルテス大統領は，ヤシレタ－ビジャ・アジェス市間における第二５００ｋｖ送電線の敷設事業にかかる総額約２億９，６００万米ドルに上る融資及び供与協定に署名した。
●２０日，中銀は，２０１３年第３四半期のＧＤＰ成長率を１２．９％，２０１３年９月までのＧＤＰ成長率を１４．５％と公表した。
●２９日，パラグアイ穀物・油糧作物輸出協会(CAPECO) は，２０１３年の穀物生産量が１，４９０万９千トン（前年比５３％増）となる見通しを公表した。
●３０日，中銀は，２０１３年の年間インフレ率予測を３．７％に下方修正した旨公表した。

（２）対外経済
●１１日，レイテ商工相は，ヤザキ・パラグアイ社の自動車ケーブル工場を視察した。
●２３日，テッシン当地米国大使は，カルテス大統領を表敬し，米国政府がパラグアイにおける地域開発に対し，２，５００万米ドル規模の援助を行う用意がある旨述べた。
●１１月の全輸出額は約６億６，０７６万米ドル，全輸入額は約９億２，２４３万米ドルであり，その内，メルコスール加盟国への輸出額は約３億９，４８３万米ドル，輸入額は約３億５，９１７万米ドルとなった。

１　国内経済
財政
●１２日，上院において，約５９．２兆グアラニー（約１２８億９，１００万米ドル）の２０１４年予算が可決・成立した。同予算は，当初政府が議会に提出した２０１４年予算案を約６，４００億グアラニー（１億３，９００万米ドル）上回っており，右増額分の主な内訳は，公共事業関連予算約３，６６０億グアラニー（７，９００万米ドル），厚生社会福祉省予算約１，０５０億グアラニー（約２，３００万米ドル），地方政府予算約１，１４０億グアラニー（約２，４００万米ドル），国立大学予算約１，３６０億グアラニー（約２，９００万米ドル）となる。また，予算減額分の主な内訳は，機密費予算約６０億グアラニー（約１３０万米ドル），交通旅費予算８３０億グアラニー（約１，８００万米ドル），燃料費予算３９０億グアラニー（約８５０万米ドル），ＮＧＯ関連予算２８０億グアラニー（約６００万米ドル）となった。
●２３日，アジャラ大蔵副大臣（税務担当）は，農産品の収益等に関する課税法の施行により，２０１４年の新規納税者が１００，０００人に上る旨公表した。また，同副大臣は同税の徴収が順調に進んだ場合に見込まれる２０１５年の新たな税収額は，農牧畜収益税(Iragro：１０％)によるものが，約２億５千万～３億米ドル，付加価値税(IVA：５％)によるものが約７，０００万米ドルとなる旨述べた。

投資関連
●３日，韓国資本のＴＨＮパラグアイ社は，２０１４年４月より，セントラル県イタグア市において新工場の操業を開始する旨公表した。
●１０日，カナダ資本多国籍企業のリオ・ティント・アルキャン社は，パラグアイ政府との公式会合において，パラグアイでのアルミニウム精製工場建設計画を断念する意向を伝えた旨公表した。
●１２日，カルテス大統領は，ヤシレタ－ビジャス・アジェス市間における第二５００ｋｖ送電線の敷設事業にかかる総額約２億９，６００万米ドルに上る融資及び供与協定に署名した。融資の内訳は，米州開発銀行(IDB)が約５，０００万米ドル，欧州投資銀行(EIB)が約１億米ドル，アンデス開発公社(CAF)が約５，０００万米ドルとなっている。また，欧州連合が約１，３００万米ドルの供与，電力公社(ANDE)が約８，３００万米ドルの自己負担を行う。
●１６日，アスンシオン市において，４８社のアルゼンチン資本の建設会社と，１００社以上のパラグアイ資本の建設会社が，今後のパラグアイでの建設プロジェクト及び会社間の業務提携等について協議した。
●１６日，ヒメネス・ガオナ公共事業通信相は，２０１４年１月以降の３ヶ月間において，約２億米ドルを投入し，現在停滞している公共事業（約６０，０００人分の雇用）の再活性化を実施する旨述べた。
●２２日，パラグアイ商工産業団体連合会は，官民連携法施行後の民間企業の公共事業への参入には，公平性・透明性を確保するための適切な規則が設けられることが重要である旨の声明を発表した。
●２３日，ベジャッサイ・Tigo社最高経営責任者らは，カルテス大統領を表敬し，今後３年間，パラグアイにおいて，情報通信技術分野における事業拡大のための約５億米ドルの投資計画を有している旨述べた。

農牧
●１３日，イドジャガ国立家畜品質・衛生事業団総裁は，ロシア衛生局の検査において，ロシアへ向けて輸出されたパラグアイ産の牛肉から多量の大腸菌が検出されたため，パラグアイ産牛肉の大手輸出業者６社（ロシア向けの輸出のうち約７６％を占める）が，ロシアへの牛肉輸出の中止措置（約４５日間）を受けることとなった旨述べた。
[bookmark: _GoBack]●１６日，アメリカ農務省（USDA）は，パラグアイの２０１４年における大豆の生産量，約９００万トン（世界第６位），輸出量は約５５０万トン（世界第４位）となる見込みを公表した。
●２６日，レイテ商工相，ガティーニ農牧相，ルイス・パラグアイ畜産協会（ARP）会長，イドジャガ国立家畜品質・衛生事業局(SENACSA)局長出席の下開かれた会議において，２０１８年までにパラグアイの牛肉輸出額世界５位以内を目指すプロジェクトが発表された。同会議において，ガティーニ農牧相は，同プロジェクトにより，パラグアイ産牛肉の品質を向上させ約１２，０００名の雇用を創出する旨述べるとともに，新たな輸出先として中国，マレーシア，バングラディシュなどのアジア諸国を想定している旨述べた。
●２７日，ロハス大蔵相は，公式会見において，２０１３年１０月に成立した農産品等に関する課税法に基づき２０１４年から施行される決議１０１２号（農牧畜収益税(Iragro)，付加価値税(IVA)，輸出価格の調整等について，３段階（２０１４年１月１日，２０１４年７月１日，２０１５年１月１日）に分けて実施していく旨を規定）についての説明を行った。
●２９日，パラグアイ穀物・油糧作物輸出協会(CAPECO) は，２０１３年の穀物生産量（大豆，トウモロコシ，小麦，米，菜種，ひまわりの種の総計）が１，４９０万９千トン（前年比５３％増）となり，過去最高を記録する見通しを公表した。

インフレ率，ＧＤＰ，ＧＤＰ成長率，政策金利，為替相場
●６日，グアラニーの対ドル為替相場は，１１月に断続的に実施された中銀による売り介入（１１月総額６，１６０万ドル）から一転し，２日～６日にかけては中銀によるドル売り介入が行われなかったため，約２ヶ月振りに１米ドル＝４５００グアラニー台の安値を記録した。
●１１日，中銀公開市場操作委員会（CEOMA）は，２０１４年の国内経済において物価上昇を引き起こすインフレ圧力が予見されたことを受け，５％に設定された２０１４年のインフレターゲットを達成するため，政策金利を５０ポイント引き上げ，年率６％に設定することを決定した。
●１１日，中銀は，パラグアイの２０１４年のGDP成長率予測を４．８％と公表した。
●１２日，国連中南米カリブ経済委員会(CEPAL)は，パラグアイの２０１４年のGDP成長率予測を４．５％と公表した。
●２０日，中銀は，２０１３年第３四半期のGDP成長率を１２．９％，２０１３年９月までのＧＤＰ成長率を１４．５％と公表した。 
●３０日，中銀は，２０１３年の年間インフレ率予測を３．７％に下方修正した旨公表した。

密輸関連
●１８日，クエバス商工副大臣は，クリスマス・年末にかけて大量の密輸品の輸入が見込まれることから，政府による密輸の取り締まりを強化する旨述べた。
●１９日～２０日，政府の密輸対策・撲滅チームは，アスンシオン市のイタ・エンラマンダ地区とルケ市において，総額４億５，０００万グアラニー（約１０万米ドル）相当の密輸商品（食物油，アルコール類，パン類，及び菓子類等）を押収した。

対外経済
対日関係
●１１日，レイテ商工相は，ヤザキ・パラグアイ社の自動車ケーブル工場を視察し，同社の操業は，パラグアイとブラジルが共に目指す生産チェーンの統合において重要な一角を成している旨述べるとともに，同社のような世界的企業で働くことでパラグアイ人従業員が誇りや責任感を持つことにもつながるであろうと述べた。なお，同社は，２０１４年１１月までに３５０万米ドルを投資し，２０１４年にはマリアノ・ロケ・アロンソ市において新工場を稼働，２０１５年までには２，０００名のパラグアイ人労働者を雇用する予定。

対外関係
（１）ボリビアとの二国間経済関係
●６日，カルテス大統領は，ボリビアを公式訪問し，モラレス大統領との首脳会談等を行った。同首脳会談においては，両国外交関係のみならず，経済関係についても意見交換が行われた。
●両国大統領が首脳会談後に署名した共同声明における主な経済トピックは以下のとおり。
―ボリビア産LPガスのパラグアイへの輸出に関するボリビア石油公社とパラグアイ石油公社との間の覚書への署名を歓迎。
―社会・経済発展の軸としてのパラグアイ―パラナ水路の戦略的重要性につき，一致するとともに，河川輸送センターの促進のための合意の可能性を検討することを決定。
―地域におけるエネルギー統合及び貿易促進等のために，URUPABOL（仮称：ウルグアイ，パラグアイ，ボリビアによる地域連合体）の枠組みの再活性化への関心を表明。
●また，今次訪問に随行したドゥアルテ・パラグアイ石油公社総裁は，報道陣に対し，ボリビア産LPガスの輸入を２０１４年６月から開始し，輸入量は毎月６，０００～８，０００立米，年間約１００，０００立米となる見通しを発表した。

（２）米国との二国間経済関係
●２３日，テッシン当地米国大使は，カルテス大統領を表敬し，貧困撲滅のための支援として，コンセプシオン県とサンペドロ県の地域開発に対し，２０１４年からの５年間で２，５００万米ドル規模の援助を行う用意がある旨述べるとともに，米国において高い専門性を持つ民間企業（例えば，ミシシッピ川開発関連企業）等をパラグアイへ誘致する意向がある旨述べた。

対メルコスール
●１１月のメルコスール加盟国への輸出額は約３億９，４８３万米ドルとなり，パラグアイの全輸出額に占める割合は，約５９．８％（ブラジル５６．５％，アルゼンチン２７．６％，ウルグアイ１５．９％）であった。また，同月におけるメルコスール加盟国からの輸入額は約３億５，９１７万米ドルとなり，パラグアイの全輸入額に占める割合は，３８．９％（ブラジル６０．２％，アルゼンチン３５．２％，ウルグアイ４．６％）であった。

貿易
●２９日，パラグアイ経済分析・広報センター(Cadep)は，２０１３年，パラグアイにおける輸入品の再輸出総額が４９億２，１００万米ドル（２０１２年比６％増）に上る旨公表した。
●３０日，国家輸出マキラドーラ産業審議会は，マキラ制度を用いた２０１３年の輸出総額が前年比１３．１％増の１億５，９４０万米ドルに上る旨公表した。現在，パラグアイ国内においては，衣料製造，靴製造，注射器製造及び自動車ケーブル製造等の約５０の事業が同制度の下に実施されており，日本企業ではヤザキ・パラグアイ社が同制度を用いて操業を行っている。
●１１月の全輸出額は約６億６，０７６万米ドル（前年同期比５７．０％増），輸入額は約９億２，２４３万米ドル（同３．７％減）となり，貿易収支は約２億６，１６７万米ドルの赤字を記録した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(了)
